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序章 計画の目的と方法 

序－１ 計画の目的と位置づけ 
      本計画は、建物などのハード⾯ならびに周辺のコミュニティ形成などのソフト⾯から、

地域優良賃貸住宅の建設に当たっての整備条件の明確化を⽬的とする。 
 
序－２ 作業の流れ 

 本計画は以下の作業の流れに沿って⾏う。 
 
図 作業フロー 
 

 
序章 計画の⽬的と⽅法 
 

 
 
第１章 現況調査                第２章 基本計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２−３ 建設基本計画 
１． 住まいに関する意識調査 
２． 敷地内道路の検討 
３． 住⼾の構成 
４． 各住⼾の間取り 
５． ユニバーサルデザイン・

福祉対応 
６． 周辺環境への影響 

 
１−３ 官⺠連携についての検討 
 

２−１ 建設条件の整理  
１−１ 町の現況と課題の把握 
 

 
１−２ 地域優良賃貸住宅 

制度の概要 
 

２−４ 家賃の試算 
１． 家賃設定の根拠 
２． 家賃設定のポイント 
３． 近隣の賃料調査 
４． 賃貸事例⽐較法による 

試算 
５． 総事業費概算 
６． 家賃算定 

 
１−４ 敷地の選定と現況 
 

２−２ 法的条件の整理 
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第１章 現況調査 
１－１ 町の現況と課題の把握 

■位置と地勢 

１．町の位置と気象 
１） 位置 

明和町は群⾺県の東南端に位置し、南は利根川をはさみ
埼⽟県に接し、北の栃⽊県、東の茨城県にも容易にアクセ
スできる。町の中央部を縦断する東武伊勢崎線や、国道 122
号、東北⾃動⾞道があり、交通条件にも恵まれており群⾺
県の中でも東京に⼀番近いところに位置している。 

南に利根川、北に⾕⽥川が流れる東⻄に⻑いほぼ平坦な
地形であり、⽔と緑が豊かな地域となっている。 

 
２） 気象             ■令和 7 年の気温と降水量（館林市） 

令和 7 年の館林
市の降⽔量は５⽉
が最⾼だが 190 ㎜
弱と年間を通じて
⽐較的少ない。平
均気温は１･２⽉の
4.9 ℃ か ら ８ ⽉ の
29.7 ℃ の 間 で 推 移
し、平均最⾼気温
は８⽉に 35.8℃に
達する。降⽔量が
少なく、夏季に酷
暑となるのが当地
域の気候の特徴で
ある。 

 
 

２．人口・世帯等の動向      ■人口世帯数の推移 
１） 人口世帯数の推移  

平成 20 年以降､
⼈ ⼝に つ い ては 、
ほ ぼ 横 ば い で あ
り 、増 加 率 が僅 か
に プラ ス に 転じ て
いる年もあるが､全
体 的に 減 少 傾向 と
なっている。 

⼀⽅、世帯数に
ついては､令和 5 年
に マイ ナ ス とな っ
ているが、1 世帯当
た り⼈ ⼝ が 減少 傾
向 に あ る こ と か
ら 、横 ば い 微増 傾
向 にあ り 、 当⾯ の
間はこの傾向が続くものと考えられる。 

標⾼ 約 17〜21m 

経度(東経) 139 度 32 分 

緯度(北緯) 36 度 12 分 

東⻄ 約 11 ㎞ 

南北 約 3 ㎞ 

⾯積 19.64 km2 

資料：住民基本台帳  

資料：令和 7 年 気象庁  
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２） 年齢階層別人口の推移 

年齢 5 歳階層の
⼈⼝の動きでは、
少⼦⾼齢化の著し
い 進 ⾏ が ⾒ ら れ
る。 

39 歳以下の⼈⼝
の割合が⼤幅に減
少し､ 65 歳以上の
階層の割合が⼤幅
に増加している。
平成 22 年時点の最
⼤の階層が 60〜64
歳 で あ っ た も の
が、令和 2 年時点
までその割合はほ
ぼ横ばいに 10 歳上
昇している。 

グラフに⽰すように平成 22 年からの 10 年間においては⼤学お
よび就職世代が流出する⼀⽅で、⼦育てファミリー世帯層の流⼊傾向が⾒られること
からＵターン層が多く存在することが想定できる。 

このことから、町の活⼒を⽀える⼦育てファミリー世帯のニーズにあった住宅の
供給や⾼齢化への対応が課題である。 

 
 

３) 年齢３区分別人口の推移    ■年齢３区分別人口の推移 

年齢別の⼈⼝を
15 歳 未 満 の 若 年
層､15 歳〜64 歳以
下の就労層、65 歳
以上の⾼齢層に区
分してみると、平
成 7 年では、若年
層と⾼齢層はほぼ
同じ割合となって
いる。 

しかし、令和 2
年には、若年層の
割合が⼤幅に減少
する⼀⽅で、⾼齢
層の割合が⼤幅に
増 加 し た こ と か
ら、若年層の割合
を⾼齢層の割合が
逆転し、年齢区分別の⼈⼝の推移の状況から⾒て、今後⼀層少⼦
⾼齢化が進⾏することが予想される。 

 

資料：国勢調査

資料：国勢調査

■年齢階層別人口の推移 
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３．住宅事情 
１） 住宅の所有関係別世帯数 

本町は最も持ち家の割合が⾼く全世帯の約 8 割が持ち家で占められている。平成 17 年
から令和 2 年の間で持ち家の割合がやや減少し、⺠営借家の割合がやや増加しているもの
の全体的な構成⽐の傾向に⼤きく変化はみられない。 

また、持ち家率の⾼さから、⼾建て住宅を志向する地域特性がうかがえる。 
■所有関係別主世帯数 

資料：国勢調査 
２） 住宅に住む夫婦と子供から成る世帯 

令和 2 年の夫婦と⼦供
から成る世帯の住宅の所
有関係を⾒ると､本町にお
いては約 90.0％が持ち家
で、⺠営借家は約 8.0％と
なっている。 

 
 
 
 
 

資料：R2 国勢調査 

 

３） 住宅に住む 65 歳以上の高齢単身世帯および夫婦とも 65 歳以上の高齢夫婦世帯 
65 歳以上の⾼齢の単⾝

および夫婦世帯の住宅の
所有関係を⾒ると､本町に
おいては約 97.0％が持ち
家で、⺠営借家は約 2.0％
となっている。 

 
 
 
 
 

資料：R2 国勢調査 

 

 

H17 R2 H17 R2 H17 R2 H17 R2 H17 R2 H17 R2 H17 R2
2,987 3,309 18,955 21,381 4,220 4,505 2,977 3,364 8,061 9,936 7,440 8,162 500,835 558,192

43 47 1,358 968 31 22 87 55 745 462 176 136 34,411 25,716
322 532 7,167 7,596 506 747 358 470 5,521 6,181 944 1,048 154,979 181,206
29 54 755 834 19 41 41 46 680 532 85 93 15,505 15,731

394 633 9,280 9,398 556 810 486 571 6,946 7,175 1,205 1,277 204,895 222,653
主世帯数総数 3,381 3,942 28,235 30,779 4,776 5,315 3,463 3,935 15,007 17,111 8,645 9,439 705,730 780,845

88.35 83.94 67.13 69.47 88.36 84.76 85.97 85.49 53.71 58.07 86.06 86.47 70.97 71.49
1.27 1.19 4.81 3.15 0.65 0.41 2.51 1.40 4.96 2.70 2.04 1.44 4.87 3.29
9.52 13.50 25.38 24.67 10.59 14.06 10.34 11.94 36.80 36.12 10.92 11.10 21.96 23.21
0.86 1.37 2.68 2.71 0.40 0.77 1.18 1.17 4.53 3.11 0.98 0.99 2.20 2.01

11.65 16.06 32.87 30.53 11.64 15.24 14.03 14.51 46.29 41.93 13.94 13.53 29.03 28.51
100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00 100.00

％
借
家

公営・公団・公社の借家
⺠営借家
給与住宅
借家計

持家

主世帯数総数

借
家

⼾

群⾺県

持家
公営・公団・公社の借家
⺠営借家
給与住宅
借家計

明和町 館林市 板倉町 千代⽥町 ⼤泉町 ⾢楽町

持ち家 公営・都市機
構・公社の借家 ⺠営の借家 給与住宅 間借り 合計

明和町 2,027 17 41 0 4 2,089
館林市 12,377 374 1,211 20 49 14,031
板倉町 2,917 4 56 1 5 2,983

千代⽥町 2,008 24 43 3 5 2,083
⼤泉町 5,077 240 644 10 32 6,003
⾢楽町 4,963 61 117 7 20 5,168
群⾺県 319,174 12,658 24,125 677 1,696 358,330
明和町 97.03% 0.82% 1.96% 0.00% 0.19% 100.00%
館林市 88.21% 2.67% 8.63% 0.14% 0.35% 100.00%
板倉町 97.79% 0.13% 1.88% 0.03% 0.17% 100.00%

千代⽥町 96.40% 1.15% 2.07% 0.14% 0.24% 100.00%
⼤泉町 84.57% 4.00% 10.73% 0.17% 0.53% 100.00%
⾢楽町 96.03% 1.18% 2.26% 0.14% 0.39% 100.00%
群⾺県 89.07% 3.53% 6.74% 0.19% 0.47% 100.00%

持ち家 公営・都市機
構・公社の借家 ⺠営の借家 給与住宅 間借り 合計

明和町 1,134 10 100 2 5 1,251
館林市 7,308 154 1,051 130 37 8,680
板倉町 1,345 5 41 2 9 1,402

千代⽥町 1,140 11 83 2 4 1,240
⼤泉町 3,563 65 988 63 44 4,723
⾢楽町 2,748 19 148 12 13 2,940
群⾺県 186,673 3,818 24,362 2,430 1,295 218,578
明和町 90.65% 0.80% 7.99% 0.16% 0.40% 100.00%
館林市 84.19% 1.77% 12.11% 1.50% 0.43% 100.00%
板倉町 95.93% 0.37% 2.92% 0.14% 0.64% 100.00%

千代⽥町 91.94% 0.89% 6.69% 0.16% 0.32% 100.00%
⼤泉町 75.44% 1.38% 20.92% 1.33% 0.93% 100.00%
⾢楽町 93.47% 0.65% 5.03% 0.41% 0.44% 100.00%
群⾺県 85.40% 1.75% 11.15% 1.11% 0.59% 100.00%

■夫婦と子供から成る世帯の住宅の所有関係

■住宅に住む 65 歳以上の高齢単身世帯および夫婦とも 65 歳以上の高齢夫婦世帯
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４） 町営住宅の概要 

明和町が管理する町営住宅は、3 団地、50 ⼾であり、耐⽕・簡易耐⽕構造となってい
る。敷地規模は最も広い新⽥団地が約 4 千㎡となっている。 

■町営住宅の団地別概要 

 

４．町の骨格と町営住宅 
広域の⾻格は国道 122 号と東武伊勢崎線でともに町の南北⽅向を縦断している。それ

に対して、町内の⾻格としての軸線は東⻄⽅向に横断するイメージとなっている。 
図 町の骨格と町営住宅の位置 

 
 

５．事業の背景と目的 
本町の⼈⼝は減少傾向にあり、⼤学進学や就職を機とした若年層の流出が⽣じている

⼀⽅、⼦育て世帯の流⼊傾向が⾒られる。この好機を確実に捉え、流⼊した⼦育て世帯
の定住促進を図るとともに、さらなる若年世帯の呼び込みを加速させるため、地域優良
賃貸住宅の整備を推進する。本事業により、⼦育て環境に配慮した良質な住宅を安定的
に供給し、移住・定住を強⼒に後押しし、地域の持続可能な活⼒あるまちづくりを推進
する。 

 

200 70 H22 耐⽕ 3 3 1DK 46.75 16 54 有 有 ⽔洗
200 70 H22 耐⽕ 3 3 2LDK 55.88 16 54 有 有 ⽔洗
200 70 H22 耐⽕ 3 3 2LDK 70.12 16 54 有 有 ⽔洗
200 70 H22 耐⽕ 3 3 2LDK 70.70 16 54 有 有 ⽔洗
200 70 H22 耐⽕ 3 6 3LDK 70.12 16 54 有 有 ⽔洗
200 70 H23 耐⽕ 3 3 1DK 46.75 15 55 有 有 ⽔洗
200 70 H23 耐⽕ 3 3 2LDK 55.88 15 55 有 有 ⽔洗
200 70 H23 耐⽕ 3 3 2LDK 70.12 15 55 有 有 ⽔洗
200 70 H23 耐⽕ 3 3 2LDK 70.70 15 55 有 有 ⽔洗
200 70 H23 耐⽕ 3 6 3LDK 70.12 15 55 有 有 ⽔洗

計 3,965 0 2 36
200 70 S51 簡耐 1 2 4 3DK 51.17 49 -19 有 無 ⽔洗
200 70 S52 簡耐 1 1 2 3DK 51.17 48 -18 有 無 ⽔洗
200 70 S53 簡耐 1 1 2 3DK 54.10 47 -17 有 無 ⽔洗

計 4 8
200 70 S54 簡耐 2 1 3 3DK 62.29 46 -1 有 無 ⽔洗
200 70 S55 簡耐 2 1 3 3DK 62.29 45 0 有 無 ⽔洗

計 2 6
6,909 0 8 50

建設
年度

番号

1

容積
率

建ぺ
い率

都市計画
区域指定

等
団地名

敷地⾯積
（㎡）

借地⾯積
（㎡）

1 新⽥団地 

2,013 0

1

経過年
数

（年）

住⼾⾯
積

（㎡）
構造 階数 棟数

管理⼾
数

（⼾）
間取り

設備

浴室 給湯 便所

残耐⽤
年限

（年）

市街化調
整区域

市街化調
整区域

1,952 0

2

1,838 0

須賀団地

3

計

市街化調
整区域

1,106 0

上江⿊団地



6 
 

１－２ 地域優良賃貸住宅制度の概要 

 

１．目的 
新婚・⼦育て世帯や⾼齢者、障がい者等の居住の安定に特に配慮が必要な世帯を対象

に、良質な賃貸住宅の供給を促進するため、住宅の整備や家賃の低廉化に要する費⽤に
ついて⽀援を⾏うことを⽬的とした制度である。 

 
２．特徴 

・公営住宅法に基づく従来の町営住宅と⽐較して、収⼊の⾼い世帯でも⼊居できる。 
・⼦育て世帯・⾼齢者世帯など⼊居対象の要件を地⽅公共団体の裁量で設定できる。 
・地⽅公共団体だけでなく⺠間事業者や公社等も整備が可能である。 
・家賃について、近傍同種の住宅と均衡を失しない範囲で地⽅公共団体が設定し、⼊居者 

の属性に応じて減免できる。 
・整備費・家賃に対しての国からの補助を活⽤することで、事業の開始や継続がしやすい。 
 
⇒  ⾃由度の⾼い賃貸住宅の供給が可能  
 

３．制度概要 （関連する箇所を抜粋） 

① 入居対象 

新婚世帯、⼦育て世帯、⾼齢者世帯、障がい者等世帯、地⽅公共団体が地域住宅計画に
掲げる者など（上記のうち原則として収⼊分位 70％(⽉収 38.7 万円)以下の者） 

②整備に対する国の支援 

・事業主体が地⽅公共団体の場合⇒住宅の整備費の原則 50％ 
・事業主体が⺠間事業者等の場合⇒地⽅公共団体が助成する費⽤の原則 50％ 
③家賃低廉化に対する国の支援 

地⽅公共団体が事業主体に対して⾏う家賃低廉化助成に要する費⽤の原則 50％ 
(ただし収⼊分位や⼦育て世帯であるか等の条件あり) 
 

４．整備に係る対応 （関連する箇所を抜粋） 

① 地域住宅計画での対応 

整備地域･･･整備を促進すべき区域を地域住宅計画に定めることが必要 
⼊居属性･･･上記の⼊居対象に加え、地域住宅計画で定める世帯を設定可能 

② 供給計画の策定 

地⽅公共団体が供給する場合は、地⽅整備局⻑等に供給計画の報告が必要 
③ 供給計画の認定 

⺠間事業者または公社等が供給する場合は、知事等による供給計画の認定が必要 
④ 補助事業の創設等 

⺠間事業者の供給を⽀援するためには補助事業の創設が必要 
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５．供給計画の基準 

⼾数要件 ○５⼾以上（⺠間供給型及び公社供給型の新規建設の場合） 
○１⼾以上（上記以外） 

整
備
基
準 

規模 ○25 ㎡以上（ただし、①居間、台所等を共有する場合は 18 ㎡、②⾼齢者居住安定確保計画
に別の基準を定める場合は当該基準）等 

構造 ○耐⽕構造、準耐⽕構造⼜は省令準耐⽕構造 
○防⽕上、避難上⽀障がないものとして都道府県知事等が認める構造 

設備 ○原則として、台所、⽔洗便所、収納設備、洗⾯設備及び浴室を備えていること 

その他 ○共⽤廊下・階段幅や、公営住宅等整備基準への適合等規定あり 

築年数 ○原則として、竣⼯後 35 年以内の建築物であること（安全上特に⽀障がない場合を除く） 

⼊居者資格 

○次のいずれかに該当するものであって所得が 387,000 円以下のもの 
 イ ⼦育て世帯 ロ 新婚世帯 ハ ⾼齢者世帯 ニ 障害者等世帯 
 ホ 災害等特別な事情がある世帯で、地域住宅計画に定めるもの 等 

○次のいずれかに掲げる場合にあっては、⼊居者の所得上限は 487,000 円になる 
 イ 既存建築物を活⽤して供給が⾏われる場合 
 ロ PPP/PFI 事業により供給が⾏われる場合  等 

家賃等 ○近傍同種の住宅の家賃の額と均衡を失しないように定めるもの 

募集⽅法 ○原則公募 

管理期間 
○転⽤型：10 年以内で地⽅公共団体が定める期間 

○上記以外：10 年以上 
資料：国土交通省 HP 
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１－３ 官民連携についての検討 
 

１．官民連携とは 
多くの地⽅公共団体にとって、厳しい財政状況や⼈⼝減少、施設の⽼朽化などに適切

に対応しながら、活気に溢れる地域経済を実現していくことは、喫緊の課題である。 
PPP（Public Private Partnership）とは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を⾏政

と⺠間が連携して⾏うことにより、⺠間の創意⼯夫等を活⽤し、財政資⾦の効率的使⽤
や⾏政の効率化等を図るものであり、PFI（Private Finance Initiative）や指定管理者制度、
包括的⺠間委託など、様々な⽅式がある。 

⽇本では平成 11 年に「PFI 法（⺠間資⾦等の活⽤による公共施設等の整備等の促進に
関する法律）」が制定され、庁舎・学校・病院・公園・上下⽔道など多様な公共施設に
活⽤されている。PFI 事業では、⾏政が提供したいサービス⽔準を要求⽔準書として⽰し、
その⽔準を満たすための具体的な施設整備や運営⽅法は⺠間が企画・実施する。 

 
 

ＰＰＰ/ＰＦＩの概念図        資料：国土交通省 HP 

 

 

２．PFI の代表的な方式 

BTO（Build-Transfer-Operate）： ⺠間が施設を建設した後、所有権は⾏政へ移転し、 
⺠間が運営･維持管理を続ける⽅式 

BOT（Build-Operate-Transfer）： ⺠間が建設した施設を⼀定期間所有し、運営・維持 
管理を経て、契約期間終了時に⾏政へ移転する⽅式 

BOO（Build-Own-Operate）  ： 整備･所有･運営をすべて⺠間が⾏い、契約終了後も 
⾏政に所有権移転しない、⺠間の裁量が⼤きい⽅式 

ROT（Rehabilitate-Operate-Transfer）： 既存の公共施設を⺠間が改修し運営する⽅式 
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３．ＰＦＩ事業のメリットとデメリット 

メリット 

地⽅公共団体 ： コスト縮減、財政負担平準化、事務負担軽減 
地 域・住 ⺠ ： サービス･利便性向上、不動産価値上昇 
事  業  者 ： 事業機会増加、安定的な収益、地域への貢献 

デメリット 

地⽅公共団体 ： 公共性が損なわれるリスク、コストの不透明化、事業者依存 
地 域・住 ⺠ ： 地域特性の無視、サービス継続の確実性 
事  業  者 ： 事業の継続性、事業に時間を要する、地元企業が参⼊しづらい 

 
 

４．今回の事業方式について 
地域への貢献が期待できる適切な事業者を選定するための課題や、事業を進めていく

ために時間を要すること、地域優良賃貸住宅の整備を進めていくために必要な法整備や
種々の⼿続きとの兼ね合いから、事業遂⾏の確実性や町の主体性を重視し、従来型公共
事業として計画する。 
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１－４ 敷地の選定と現況 
  

１．敷地の選定根拠 
１） 敷地および周辺の土地利用の状況 

当該敷地は、明和町役場や図書館、体育館、ふるさとの広場、明和中学校などの公共
施設の集積する位置に近く、その距離も直線距離で概ね 800m 以内となっており、恵まれ
た⽴地となっている。また川俣駅にも徒歩圏内でアクセスでき、駅までは直線距離で概ね
400m となっている。 

さらに、川俣駅の周辺には明和メディカルセンタービル A 館、B 館および C 館が⽴地
しており、病院、クリニック、保健センターなどが設置されている。加えて、県道⻨
倉・川俣停⾞場線は古くからの明和町の主要幹線道路であり、JA 明和⽀所やドラッグス
トアなど⽇常での買い物の利便性も⾼く、さらに⻄に進めば近年進出した⼤型商業施設
があるなど、埼⽟県や他の市などから移転してきた世帯にとっても⼗分魅⼒的な⽣活環
境にある。 

敷地に⾯する周辺の⼟地利⽤は農地と⼾建て住宅で形成されている。そのため、建設
に当たっては主に北側に対して、⽇照および北側隣⼾へのプライバシー確保に留意する
必要がある。  

地名地番 ： 群⾺県 ⾢楽郡 明和町 新⾥ 693-1、694-1、695-1、696-1 計 4 筆   
敷地⾯積 ：  4,671 ㎡（1412.97 坪） (公簿⾯積による)  
 

図 敷地の周辺現況図 
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２） 敷地の選定の理由 
当該敷地は「明和町⽴地適正化計画」において居住誘導区域として位置づけられてお

り、公共交通・⽣活利便施設へのアクセス性が⾼く、町の持続的な居住を確保する上で
適地とされている。 

これらの点から、本計画敷地を選定したものである。 

図 都市機能誘導区域・居住誘導区域の範囲

 
 
 

２．地形・地質 
計画敷地は概ね平坦であり標⾼は海抜約 18.4ｍ付近に位置している。 
周辺地盤の概況として、計画地近隣の川俣駅東側の県道⻨倉・川俣停⾞場線の地質調査

データを確認したところ、地下⽔位は GL−6ｍ付近に位置している。さらに、GL±0ｍ〜
−12m 付近にはＮ値 10 以下の軟弱層が分布している⼀⽅、GL−23m〜−28m 付近にはＮ
値 30 前後を⽰す⽐較的堅固な地層が確認される。 

これらの既存地盤情報から、計画敷地の表層部には軟弱層が分布している可能性があり
基礎の形式または、地盤の改良などに留意する必要がある。 

 
資料：地理院地図（基盤地図情報） 

資料：ジオステーション（ボーリング柱状図） 
 

 

資料：H３０ 明和町立地適正化計画 
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３．敷地および周辺の災害への対策 
町は、南に利根川、北に⾕⽥川と南北 2 つの河川に挟まれるように位置している。 
ほぼ全域が想定最⼤規模降⾬（1000 年に⼀度）による洪⽔浸⽔想定区域であり、当該

敷地においても浸⽔深は 3.0ｍ〜5.0ｍとなることが想定される。 
また、河岸浸⾷および氾濫流により家屋倒壊の危険性がある区域にも該当しており、町

では、できるだけ早い段階で町外へ広域避難する事を推奨している。 
当該敷地最寄りの避難所 明和メディカルセンタービル（約 550ｍ）、明和中学校（約

750m） 
 

図 浸水想定図・利根川 （想定最大規模） 

 

 
 

資料：R8 明和町総合防災マップ 
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４．配水管等敷設現況 
計画地内には⻄側道路に上⽔道の本管および下⽔道の本管が敷設されており、近隣の既

存住宅もここに接続されている。 
 
  図 上水道網図 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 下水道管渠図 
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５．敷地の状況写真 
   図 敷地状況写真（平成 26 年と令和 8 年の比較） 

平成 26 年の写真④では、丸で囲った部分に平屋の借家が確認できる。⼀⽅、令和 8 年
の写真④では、新たに２階建て住宅 3 棟に建て替えられている。 

さらに、写真②においても平成 26 年から令和 8 年までの約 10 年の間に農地だった場所
に住宅が建っていることが確認できる。 

これらの状況から、近年、当該敷地周辺では新たな開発や住宅の建設が進んでおり、緩
やかではあるが住宅地の整備が進んでいることが読み取れる。 

 
 

        ①       令和 8 年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

② - １  平成 26 年                   ② - ２  令和 8 年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

         ③       令和 8 年 
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④ - １  平成 26 年                   ④ - ２  令和 8 年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

⑤     令和 8 年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

⑥      令和 8 年 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
⑦ - １  平成 26 年                 ⑦ - ２  令和 8 年 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

④ 

② 

⑥ 

⑤ 

⑦ 

① 

③ 
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第２章 基本計画 
２－１ 建設条件の整理 
 

１．整備における基本コンセプト 
本計画敷地は東武鉄道川俣駅や公共施設の集積する町の中⼼部に位置し、周囲は住宅地

として分譲され開発が進んでおり、⼦育て世帯等の⽇々の⽣活やコミュニティ形成に適し
た良好な⽴地である。 

また、計画敷地は現状において農地であり、整った形状である。周囲は住宅に取り囲ま
れているため地域優良賃貸住宅を整備することで地域がより⼀体的になる。 

そのため、建設に当たっては、地域の活性化やより良好なコミュニティ形成に寄与でき
るゆとりや温かみがある地域優良賃貸住宅にすることが必要である。また、在来の町営住
宅が低所得者層に対して低廉な家賃で提供し、⽣活の安定と社会福祉の向上に寄与するこ
とを⽬的とするのに対し、本地域優良賃貸住宅は町外からの新規の世帯の転⼊も含め、⻑
きにわたって町に定住してもらうことを⽬的としているため、地域の景観形成や居住環境
の向上にも⼗分に配慮する必要がある。 

これらの観点から建設の基本コンセプトを以下のように設定する。 
 

安全・安心に子育てできる、ゆとりと温かみのある地域優良賃貸住宅 
 

２．接道の確保 
建設にあたっては、都市計画法の開発許可における基準を考慮し、かつ地域優良賃貸住

宅整備基準の第２章 共同施設等における第４条の主要な団地内の道路について定められ
た、幅員６.５メートル以上の団地外の⼀般の交通の⽤に供する道路に接続しなければなら
ないとする基準に適合する必要がある。 
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３．建物タイプの検討 

１） 住戸の分類 
建築基準法では、兼⽤住宅や寄宿舎を除く専⽤住宅として、共同住宅、⻑屋、⼀⼾建

て住宅の 3 タイプの分類があり、賃貸住宅についてもこれが当てはまるため、各々につ
いて今回の計画敷地にあてはめて検証する。 

 
① 共同住宅タイプ（鉄筋コンクリート造／3 階建て／2 棟） 

⼀般的な公営住宅やマンシ
ョンに多く⾒られるタイプ
で、構造規模は鉄筋コンクリ
ート造 3 階建て程度が⼀般的
である。 

共⽤の廊下または階段室を
介して各住⼾にアクセスし、
棟ごとにエレベーターが必須
となる。 

構造的に耐⽤年数は⻑い
が、⾼コストになる。 

鉄筋コンクリート造は壁厚
が⼤きく、階⾼も⽐較的⼤き
くなりやすいため、隣地の⽇
照を阻害しやすい。 

また、重厚感が強く、視界
を遮る⾯積が⼤きく、開放性
が低く感じられる。 

 
⼾数：３０⼾程度 
 

 
② 長屋タイプ（鉄骨または木造／平屋建て／4 棟） 

公営住宅や低廉な賃貸住宅
として、かつて多く⾒られた
タイプであり、鉄⾻造や⽊造
によるシステム⼯法などが⽤
いられる。 

各住⼾は廊下を介さず直接
⽞関から出⼊りし、専⽤の庭
を有する場合が多い。 

各住⼾は⼾境壁で接する
が、界壁の遮⾳性能が低いた
め、隣⼾の⽣活⾳が聞こえや
すい。また、⽞関・窓が近接
しているため外部騒⾳が⼲渉
しやすい。 

建設コストは抑えることが
できる。 

 
⼾数：２２⼾程度 

 ※システム⼯法：⼯場であらかじめ構造部材や
壁・床パネルを⽣産し、現場では組み⽴て中⼼
で建てる⼯法 
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③ 戸建てタイプ（木造／平屋建てまたは２階建て／１４～２０棟） 
⼀般的な住宅地の分譲によ

く⾒られるタイプであり、住
⼾ごとの敷地を設定し、各々
が道路に接道する必要がある
ため、敷地内道路を整備し、
指定道路とする必要がある。 

⽊造が主流であり、平屋建
て と ２ 階 建 て が 考 え ら れ る
が、近年は平屋建ての割合が
増えている。 

上記の２タイプと異なり、
住 ⼾ 同 ⼠ が 接 し な い こ と か
ら、騒⾳等の近隣トラブルが
⽣じにくい。また、建物⾃体
が⼩さいため視界が抜けやす
く 、 開 放 的 と 感 じ ら れ や す
い。 

 
⼾数：１４⼾程度 

 
 

２） 各タイプの比較検討 
まず、上記の３タイプについて建設計画の観点から、整備⼾数、耐⽤年数、建設コス

トについての⽐較検討を⾏う。整備⼾数については①共同住宅に優位性があり、②⻑屋、
③⼾建ての順番である。耐⽤年数については構造ごとに減価償却の⽬安があり、鉄筋コ
ンクリート造で 47 年、鉄⾻造 34 年、⽊造 22 年となっている。建設コストについては鉄
筋コンクリート造 34.9 万円/㎡、鉄⾻造 31.6 万円/㎡、⽊造 21.8 万円/㎡（2025 年 8 ⽉ 
国⼟交通省公表)となっている。 

次に各タイプについて⽇照・開放性・騒⾳・省エネ性能といった⼊居者の⽣活環境の
観点から⽐較検討を⾏う。その結果、⼾建てタイプでは建物⾃体が独⽴していることか
ら周辺環境への影響が最も⼩さく、居住性やプライバシー確保の⾯で有利である。省エ
ネ性能については⼾建てタイプは外⽪⾯積が⼤きくなることが懸念されるが、断熱性能
を⾼めることで⼗分に省エネ基準に対応可能である。 

これらの⽐較結果を踏まえ、本計画では⼾建てタイプを採⽤することが最も合理的で
あり、周辺環境および住居者にとって望ましい計画であると判断する。 

 
 

 整備 
⼾数 

耐⽤ 
年数 

建設 
コスト ⽇照 開放性 騒⾳ 省エネ

性能 
① 共同住宅タイプ 
（鉄筋コンクリート造/３階建て） ◎ ◎ △ △ △ ○ ○ 

② ⻑屋タイプ 
（鉄⾻または⽊造/平屋建て） ○ ○ ◎ ○ ○ △ ○ 

③ ⼾建てタイプ 
（⽊造/平屋建てまたは 2 階建て） △ △ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 
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４．住戸整備の目標戸数と型別供給計画 
１） 整備目標戸数 

本地域優良賃貸住宅は⼾建て住宅での整備を計画しており、建築⾯積に対する適正な宅
地⾯積を確保した場合、１４⼾〜２０⼾分を区画し整備可能である。本計画では⼊居対象
者のニーズや適正な住環境の確保を考慮したうえで、整備⼾数を検討する。 

 
２） 型別供給計画の検討 
① 入居の状況から見た型別供給比率の検討 

⼀般的な町営住宅の⼊居の状況は、６０歳以上の単⾝者の場合は１DK だが４０歳未満
および４０〜５９歳までの世帯で、世帯⼈員が２〜３⼈の場合は２DK、４〜５⼈では３
ＤＫとなっている。 

また、現状での明和町町営住宅の新⽥団地、須賀団地および上江⿊団地の型別供給⽐率
は下記のとおりである。 

 
明和町町営住宅３団地の型別供給⽐率 
１DK                →  12.0 ％ 
２DK または２LDK  →  36.0 ％ 
３DK または３LDK  →  52.0 ％ 

 
② アンケート結果を踏まえた型別供給の検討 

後述する住まいに関する意識調査を実施した結果では具体的な部屋数の要望については
明記がなかったが、広さや間取りを重視する要望は多く、⼦育て世帯を想定したものでは
２階建ての⽅が広さや使い勝⼿の⾯で肯定的であり、⽼後までの定住を想定したものでは
平屋建てを要望する意⾒が⾒られた。 

また⽣活動線のコンパクト化やスペースの有効利⽤、維持管理の容易さなども重要視さ
れており、いたずらに広さや部屋数を増やすことは求められておらず、新婚世帯が⼊居し、
出産・育児し、⼦供の成⻑を経て、⼦供が独⽴したのちに夫婦が⽣活していく⼀連の流れ
を想定した、適切な部屋数や広さが求められている。 

 
③ 目標型別供給計画の設定 

本地域優良賃貸住宅は新婚世帯を含む⼦育て世帯の⼊居を想定しており、地域優良賃貸
住宅制度要綱の第４条の⼆イ(２)に規定する地域優良賃貸住宅（⼦育て⽀援タイプ）の認
定の基準の住宅規模が７５㎡であることや、⼦育て世帯に必要となる２〜３室の個室と⾷
堂ならびに上記要綱の第４条の⼆ハに規定された台所、⽔洗便所、収納設備、洗⾯設備お
よび浴室といった必要設備を備えた場合、考えられる住⼾タイプ(型別)は下記のとおりで
ある。 

 
２DK または ２LDK 
３DK または ３LDK 
 
上記について、⼦育て世帯を想定した間取りを検討すると、夫婦の寝室と⼦供２⼈の個

室として計３室を確保した⽅がより汎⽤性が⾼く、需要が⾼いと考えられるため３DK ま
たは３LDK にて計画する。 
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５．周辺とのつながり 
 
計画敷地の歩⾏者または⾃動⾞の主な動線は⻄側の町道からのアプローチとなる。 

 
図 周辺とのつながり 

 
新⾥地区はもともと

⽥畑として使⽤されて
いた区域であり、農道
や農業⽤⽔路が整備さ
れた碁盤の⽬状の区割
りがされている。少し
北⻄に⾏くと川俣駅が
あり、距離的には徒歩
圏内となる。⾃動⾞を
利⽤する場合は県道⻨
倉・川俣停⾞場線に出
てから東⻄に移動する
ル ー ト が ⼀ 般 的 で あ
り、少し⻄に進めば国
道 122 号にて近隣の都
市にアクセス可能であ
る。 

また、計画敷地は⻄
⾯で町道と接道されて
おり、東⾯は農業⽤⽔
路に接している南⾯お
よび北⾯はいずれも個
⼈住宅の敷地に接して
いる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

公図の写し 



21 
 

２－２ 法的条件の整理 
 

１．地域地区指定状況 
敷地周辺の地域地区の指定は以下のようになっている。 

 

表 地域地区指定状況 

⽤途地域 第⼀種低層住居専⽤地域 
防⽕地域 なし 
容積率 80％ 
建ぺい率 40％ 

 
２．公営住宅等整備基準 

公営住宅および共同施設の整備等基準を以下に整理する。 
 

表 公営住宅等整備基準 
(平成⼗年四⽉⼆⼗⼀⽇建設省令第⼋号) 最終改正：平成⼆三年⼀⼆⽉⼆六⽇国⼟交通省令第⼀〇三号 
 公営住宅法（昭和⼆⼗六年法律第百九⼗三号）第五条第⼀項及び第⼆項の規定に基づき、公営住宅等整備基準（昭和五⼗年建設省令
第⼗号）の全部を次のように改正する。 

第⼀章 総則 
趣旨 第⼀条 この省令は、公営住宅及び共同施設(以下「公営住宅等」という｡)の整備に関する基準を事業主

体が条例で定めるに当たつて参酌すべき基準を定めるものとする。 

健全な地域社会の
形成 

第⼆条 公営住宅等は、その周辺の地域を含めた健全な地域社会の形成に資するように考慮して整備し
なければならない。 

良好な居住環境の
確保 

第三条 公営住宅等は、安全、衛⽣、美観等を考慮し、かつ、⼊居者等にとつて便利で快適なものとな
るように整備しなければならない。 

費⽤の縮減への配
慮 

第四条 公営住宅等の建設に当たつては、設計の標準化、合理的な⼯法の採⽤、規格化された資材の使
⽤及び適切な耐久性の確保に努めることにより、建設及び維持管理に要する費⽤の縮減に配慮
しなければならない。 

第⼆章 敷地の基準 
位置の選定 第五条 公営住宅等の敷地（以下「敷地」という｡）の位置は、災害の発⽣のおそれが多い⼟地及び公害

等により居住環境が著しく阻害されるおそれがある⼟地をできる限り避け、かつ、通勤、通
学、⽇⽤品の購買その他⼊居者の⽇常⽣活の利便を考慮して選定されたものでなければならな
い。 

敷地の安全等 第六条 敷地が地盤の軟弱な⼟地、がけ崩れ⼜は出⽔のおそれがある⼟地その他これらに類する⼟地で
あるときは、当該敷地に地盤の改良、擁壁の設置等安全上必要な措置が講じられていなければ
ならない。 

 2 
 

敷地には、⾬⽔及び汚⽔を有効に排出し、⼜は処理するために必要な施設が設けられていなけ
ればならない。 

第三章 公営住宅等の基準 
 第⼀節 公営住宅の基準 
住棟等の基準 第七条 住棟その他の建築物は、敷地内及びその周辺の地域の良好な居住環境を確保するために必要な

⽇照、通⾵、採光、開放性及びプライバシーの確保、災害の防⽌、騒⾳等による居住環境の阻
害の防⽌等を考慮した配置でなければならない。 

住宅の基準 第⼋条 住宅には、防⽕、避難及び防犯のための適切な措置が講じられていなければならない。 
 ２ 住宅には、外壁、窓等を通しての熱の損失の防⽌その他の住宅に係るエネルギーの使⽤の合理

化を適切に図るための措置が講じられていなければならない。 

 ３ 住宅の床及び外壁の開⼝部には、当該部分の遮⾳性能の確保を適切に図るための措置が講じら
れていなければならない。 
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 4 住宅の構造耐⼒上主要な部分（建築基準法施⾏令（昭和⼆⼗五年政令第三百三⼗⼋号）第⼀条
第三号に規定する構造耐⼒上主要な部分をいう。以下同じ。）及びこれと⼀体的に整備される
部分には、当該部分の劣化の軽減を適切に図るための措置が講じられていなければならない。 

 ５ 住宅の給⽔、排⽔及びガスの設備に係る配管には、構造耐⼒上主要な部分に影響を及ぼすこと
なく点検及び補修を⾏うことができるための措置が講じられていなければならない。 

住⼾の基準 第九条 公営住宅の⼀⼾の床⾯積の合計（共同住宅においては、共⽤部分の床⾯積を除く。）は、⼆⼗
五平⽅メートル以上とする。ただし、共⽤部分に共同して利⽤するため適切な台所及び浴室を
設ける場合は、この限りではない。 

 ２ 公営住宅の各住⼾には、台所、⽔洗便所、洗⾯設備及び浴室並びにテレビジョン受信の設備及
び電話配線が設けられていなければならない。ただし、共⽤部分に共同して利⽤するため適切
な台所⼜は浴室を設けることにより、各住⼾部分に設ける場合と同等以上の居住環境が確保さ
れる場合にあつては、各住⼾部分に台所⼜は浴室を設けることを要しない。 

 ３ 公営住宅の各住⼾には、居室内における化学物質の発散による衛⽣上の⽀障の防⽌を図るため
の措置が講じられていなければならない。 

住⼾内の各部 
 

第⼗条 住⼾内の各部には、移動の利便性及び安全性の確保を適切に図るための措置その他の⾼齢者等
が⽇常⽣活を⽀障なく営むことができるための措置が講じられていなければならない。 

共⽤部分 第⼗⼀条 公営住宅の通⾏の⽤に供する共⽤部分には、⾼齢者等の移動の利便性及び安全性の確保を適切
に図るための措置が講じられていなければならない。 

附帯施設 第⼗⼆条 敷地内には、必要な⾃転⾞置場、物置、ごみ置場等の附帯施設が設けられていなければならな
い。 

 ２ 前項の附帯施設は、⼊居者の衛⽣、利便等及び良好な居住環境の確保に⽀障が⽣じないように
考慮されたものでなければならない。 

第⼆節 共同施設の基準 

児童遊園 第⼗三条 児童遊園の位置及び規模は、敷地内の住⼾数、敷地の規模及び形状、住棟の配置等に応じて、
⼊居者の利便及び児童等の安全を確保した適切なものでなければならない。 

集会所  第⼗四条 集会所の位置及び規模は、敷地内の住⼾数、敷地の規模及び形状、住棟及び児童遊園の配置等
に応じて、⼊居者の利便を確保した適切なものでなければならない。 

広場及び緑地 第⼗五条 広場及び緑地の位置及び規模は、良好な居住環境の維持増進に資するように考慮されたもので
なければならない。 

通路 第⼗六条 敷地内の通路は、敷地の規模及び形状、住棟等の配置並びに周辺の状況に応じて、⽇常⽣活の
利便、通⾏の安全、災害の防⽌、環境の保全等に⽀障がないような規模及び構造で合理的に配
置されたものでなければならない。 

 ２ 通路における階段は、⾼齢者等の通⾏の安全に配慮し、必要な補助⼿すり⼜は傾斜路が設けら
れていなければならない。 
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３．住宅性能評価の取得 
町営住宅の整備に当たっては、住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく性能表

⽰を⾏い、要求性能は、次表に⽰す等級および⽔準とする。また、住宅性能評価機関よ
り、設計住宅性能評価書の交付を受ける必要がある。 

なお、本計画における性能評価基準については、公営住宅等整備基準を参照し、同基
準が定める各性能項⽬の等級を採⽤する。 

 
表 性能評価基準                         ：公営住宅等整備基準の指定等級 

＜住棟＞ 
項⽬ 公営住宅としての要求性能 指定等級 その他 

１．構造の安定に
関すること 

1-1 耐震等級（構造躯
体の倒壊等防⽌） 

建築基準法により⼀定の⽔準が
確保されるものであり、これを
もって公営住宅の必要⽔準とす
る。 

  

1-2 耐震等級（構造躯
体の損傷防⽌） 

1-3 その他（地震に対
する構造躯体の倒
壊等防⽌及び損傷
防⽌） 

1-4 耐⾵等級 
 

1-5 耐積雪等級 
 

1-6 地盤⼜は杭の許容
⽀持⼒等及びその
設定⽅法 

1-7 基礎の構造⽅法及
び形式等 

２．⽕災時の安全
に関すること 

2-5 耐⽕等級（延焼の
おそれのある部分
(開⼝部)） 

建築基準法により⼀定の⽔準が
確保されるものであり、これを
もって公営住宅の必要⽔準とす
る。 

  

2-6 耐⽕等級（延焼の
おそれのある部分
(開⼝部以外)）  

３．劣化の軽減に
関すること 

3-1 劣化対策等級（構
造躯体等） 

住宅の⻑期耐⽤化を図るため、
劣化軽減対策が必要。 

RC 造等：等級３ 
⽊造：等級 2 

 

４．維持管理・更
新への配慮に関す
ること 

4-2 維持管理対策等級
（共⽤配管） 

住宅の⻑期耐⽤化を図るため、
維持管理対策が必要。配管をコ
ンクリートに埋め込まない等の
基本的措置。 

  

 
＜各住⼾＞ 

項⽬ 公営住宅としての要求性能 指定等級 その他 
２．災害時の安全
に関すること 

2-1 感知警報装置設置
等級（⾃住⼾⽕災
時） 

建築基準法により⼀定の⽔準が
確保されるものであり、これを
もって公営住宅の必要⽔準とす
る。 

  

2-2 感知警報装置設置
等級（他住⼾等⽕
災時） 

2-3 避難安全対策 
2-4 脱 出 対 策 （ ⽕ 災

時） 
2-5 耐⽕等級 

４．維持管理・更
新への配慮に関す
ること 

4-1 維持管理対策等級
（専⽤配管） 

住宅の⻑期耐⽤化を図るため、
維持管理対策が必要。配管をコ
ンクリートに埋め込まない等の
基本的措置。 
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項⽬ 公営住宅としての要求性能 指定等級 その他 
５．温熱環境・エ
ネルギー消費量に
関すること 
 

5-1 断熱等性能等級 熱の損失の防⽌を図るため、断
熱化等による対策は必要。 

等級 5 国⼟交通省住宅局住宅
総合整備課､技術的助
⾔(令和 4 年 4 ⽉ 1 ⽇
国住備第 511 号）によ
る 

5-2 ⼀次エネルギー消
費量等級 

環境対策に係る事項であり、公
営 住 宅 に お け る 基 準 策 定 は 必
要。 

等級 6 同上 

６．空気環境に関
すること 

6-1 ホルムアルデヒド
対策（内装及び天
井裏等） 

居住者の健康状態に係る事項で
あり、公営住宅における基準策
定は必要。 

等級３  

 6-2 換気対策 建築基準法により⼀定の⽔準が
確保されているものであり、こ
れをもって公営住宅の必要⽔準
とする。 

  

７．光・視環境に
関すること 

7-1 単純開⼝率 建築基準法により⼀定の⽔準が
確保されるものであり、これを
もって公営住宅の必要⽔準とす
る。 

  

7-2 ⽅位別開⼝⽐    

８．⾳環境に関す
ること−選択項⽬
− 

8-1 重量床衝撃⾳対策 共同住宅における居住性を確保
する上で、必要な基本的性能。 

  

8-2 軽量床衝撃⾳対策 居住者の住まい⽅による影響が
強いこともあり、整備基準とし
ての⽔準設定はしない。 

  

8-3 透過損失等級（界
壁） 

建築基準法により⼀定の⽔準が
確保されるものであり、これを
もって公営住宅の必要⽔準とす
る。 

  

8-4 透過損失等級（外
壁開⼝部） 

居住性を確保する上で、必要な
基本的性能。 

等級２ 優れた空気伝搬⾳の遮
断性能(⽇本産業規格
の Rm(1/3)-20 相当以
上)が確保されている
程度 

９．⾼齢者等への
配慮に関すること 

9-1 ⾼齢者等配慮対策
等級（専⽤部分） 

⾼齢社会対策に係る事項であ
り、公営住宅において最低限の
規定は必要。 

等級 3  

9-2 ⾼齢者等配慮対策
等級（共⽤部分） 

   

 
 
 



25 
 

４．明和町土地開発事業指導要綱 
明和町開発指導要綱の概要を以下に⽰す。 

第１章 総則（第１条−第１０条） 
 
（⽬的） 

第１条 この要綱は、地域の特性を考慮し、本町域内で⼟地開発事業を⾏おうとする事業主に
対し、法令に定めがあるもののほか、必要な基準を定めて、⼟地利⽤の調整及び環境の保
全、乱開発の防⽌等を図ることを⽬的とする。 

 
（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる⽤語の意義は、それぞれ当該各号に定めるとこ
ろによる。 

(１) ⼟地開発事業 開発⾏為及び施設整備に関する事業をいう。 
(２) 開発⾏為 主として建築物の建築⼜は特定⼯作物の建設の⽤に供する⽬的で、区画の

変更、形質の変更、⼜は区画及び形質の変更を同時に⾏う⾏為をいう。 
(３) 施設整備 主として事業の⽤に供する⽬的で、⼟地の形質の変更を⾏う⾏為⼜は⼟地

の利⽤⽬的を変更する⾏為をいう。ただし、農地改良及び⼀時転⽤等の⾏為を除く。 
(４) 開発区域 ⼟地開発事業を施⾏する⼟地の区域をいう。 
(５) 事業主 ⼟地開発事業にかかる⼯事の請負契約の注⽂者⼜は、請負契約によらないで

⾃ら⼯事をするものをいう。 
(６) 公共施設 道路、公園、上下⽔道、消防の⽤に供する施設、広場、緑地、河川、⽔路、

その他公共の⽤に供する施設をいう。 
(７) 公益的施設 教育施設、医療施設、交通施設、購買施設その他の施設で、居住者の共

同の福祉⼜は利便のため必要な施設をいう。 
 
（適⽤事業） 

第３条 この要綱は、次の各号に掲げる⼟地開発事業について適⽤する。ただし、国、地⽅公
共団体、公団、公社が⾏う⼟地開発事業を除く。 

(１) 開発区域の⾯積が、1,000 ㎡以上となる⼟地開発事業 
(２) 開発区域を３区画以上に分割して⾏う⼟地開発事業 
(３) 計画⼾（室）数が８⼾（室）以上の集合住宅、貸店舗、その他これらに類する建築物

に係る⼟地開発事業 
(４) ⽤途が⼯業系の⼟地開発事業 
(５) 前各号以外にあっても、町⻑が特に必要と認めた⼟地開発事業 

 
（事業主の責務） 

第４条 事業主は、⼟地開発事業を計画する場合、町が定める⼟地利⽤に関する計画⼜は構想
に適合するよう努めなければならない。 

２ 事業主は、前項の⼟地開発事業計画の策定及び実施する場合は、地域住⺠の理解と協⼒
が得られるように努めなければならない。 

   
（事前協議） 

第５条 事業主は、当該⼟地開発事業の計画について、あらかじめ町⻑に協議しなければなら
ない。 

２ 町⻑は、前項の計画の協議においては、次の各号に掲げる事項を勘案して⾏うものとす
る。 

(１) 当該⼟地開発事業が、町の定める⼟地利⽤に関する計画⼜は構想及び公共施設の整備
に関する計画と適合し、かつ地域の発展に資するものであること。 

(２) 当該⼟地開発事業について、災害防⽌、⾃然保護、⽂化財保護、公害防⽌等に対する
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⼗分な配慮がなされていること。 
(３) 当該開発区域において必要な⽤⽔が確保されていること。 
(４) 当該開発区域の住⺠に⽀障をきたさないよう、公共施設及び公益的施設が整備される

とともに、当該施設の費⽤負担について必要な措置が講ぜられること。 
(５) 当該開発区域の利⽤計画、⼜は需要の⾒とおしが確実であること。 
(６) 事業主に、当該⼟地開発事業を⾏うために必要な資⼒及び信⽤があること。 
３ 町⻑は、第１項の協議があったときは、明和町⼟地利⽤対策委員会の議を経るものとす

る。 
４ 第１項の協議をしようとする者は、⼟地開発計画協議書（様式第１号）に関係書類を添

えて町⻑に提出するものとする。 
５ 町⻑は，当該⼟地開発事業の計画が第７条に規定する設計の基準に適合していると認め

る場合には、事業主に同意書（様式第２号）を交付しなければならない。 
 
（事前協議の取り下げ、⼟地開発事業の廃⽌⼜は中⽌） 

第６条 事業主は、前条第４項の規定により町⻑に提出した⼟地開発計画協議書を取り下げる
場合は、⼟地開発計画協議取下書（様式第３号）を町⻑に提出しなければならない。 

２ 事業主は、前条第５項の規定による同意書の交付後に⼟地開発事業を廃⽌⼜は中⽌する
場合は、⼟地開発計画（廃⽌・中⽌）届出書（様式第４号）を町⻑に提出しなければなら
ない。 

 
  （設計の基準） 

第７条 事業主は、法令・通達及び県が定める基準（群⾺県開発許可制度の⼿引）によるもの
のほか、別表に定める基準に適合するように⼯事の設計をしなければならない。 

 
  （防災の措置） 

第８条 事業主は、当該⼯事により、利⽔若しくは排⽔に⽀障を及ぼし、⼜は⼟砂くずれ、出
⽔等の被害を及ぼすことのないように適切な措置を講じなければならない。 

 
  （助⾔⼜は勧告） 

第９条 町⻑は、開発事業の施⾏について、必要があると認めるときは、事業主⼜は⼯事施⼯
者に対し、必要な助⾔⼜は勧告することができる。 

 
 （違反に対する措置） 
第 10 条 町⻑は、事業主の施⾏する⼟地開発事業がこの要綱の規定に違反して施⼯されたと

きは、その事業主⼜は⼯事施⾏者に対して、当該⼯事を停⽌し、⼜は相当の期限を定めて、
その違反を是正させるために必要な措置を求めることができる。 

 
 

第２章 都市計画法第 32 条に関する事項（第 11 条―第 14 条） 
 

  （所有と管理の協議） 
第 11 条 事業主は、都市計画法第 32 条の規定に基づき、新たに設置（道路後退、付替、拡幅、 

改修及び重複を含む。）される公共施設等の所有及び管理について、町⻑及び所轄庁並び 
に開設予定者と協議しなければならない。 

２ 町⻑との協議は、事業主が都市計画法第 32 条の規定に基づく協議申請書（様式第５号）
に関係書類を添えて町⻑に提出するものとする。 

３ 事業主は、町以外と協議を⾏った場合は、協議が終了したことを証する書類を添付しな
ければならない。 
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  （⼯事完了届） 
第 12 条 事業主は、都市計画法第 36 条第１項の規定に基づく⼯事完了の届けを、特定⾏政庁 

及び公共施設等の管理者となる町⻑に提出しなければならない。 
２ 町⻑への届出は、公共施設等⼯事完了届（様式第６号）に関係書類を添えて提出するも

のとする。 
３ この要綱で、特定⾏政庁とは、開発⾏為の許可権限を持つ群⾺県知事（⼜は太⽥⼟⽊事

務所⻑）をいう。 
 

 （検査） 
第 13 条 事業主は、都市計画法第 36 条第２項の規定に基づく公共施設等の⼯事完了検査を、 

特定⾏政庁の実施する検査⽇（同時検査を含む。）までに受けなければならない。 
     

   （公共施設の帰属） 
第 14 条 町⻑は、町の検査に合格し、特定⾏政庁が⼯事完了検査の検査済証を交付した開発事

業に限り、第 11 条第１項により協議した内容に基づき、公共施設等の帰属を認めるものと
する。 

２ 都市計画法第 32 条の規定に基づく公共施設等の帰属の⼿続きは、事業主が⼟地の帰属に
係る申出書（様式第７号）に関係書類を添えて町⻑に提出するものとする。 

３ 事業主は、公共施設等の帰属に際し、地⽬変更登記及びその⼟地に対する事業主以外の
権利をすべて抹消しなければならない。 

４ 登記に要する費⽤は、事業主が負担しなければならない。 
５ 町⻑は、帰属した公共施設等について、所有権移転登記の完了について（様式第８号）

を事業主へ通知するものとする。 
 
     附 則（平成 28 年３⽉ 29 ⽇告⽰第 23 号） 

１ この告⽰は、平成 28 年４⽉１⽇から施⾏する 
２ この告⽰の施⾏の際、現に改正前の明和町⼟地開発事業指導要綱の規定により提出され

ている申請書は、この告⽰による改正後の明和町⼟地開発事業指導要綱の規定により提出
されたものとみなす。 

     附 則（令和３年４⽉１⽇告⽰第 号） 
    この告⽰は、令和３年４⽉１⽇から施⾏する 
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別表（第７条関係） 
区分 設計基準 所管部署 

１．道路 道路幅員・構造・側溝等については、事前に所管部署と協
議すること。 

町道：都市建設課建設係 
国・県道：館林⼟⽊事務所 

２．上⽔道 上⽔道施設を設置する場合には、別に所管部署と協議する
こと。 

群⾺東部⽔道企業団 

３．地下⽔ 地下⽔は揚⽔しないこと。やむを得ず地下⽔を使⽤する必
要があるときは、代替⽤⽔の確保、節⽔及び⽔使⽤の合理化
の措置を講じるとともに、別に所管部署と協議すること。 

群⾺県環境森林部環境保全
課 
（東部環境事務所） 
住⺠環境課環境保全係 

４．排⽔施設 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①下⽔道 
 

②浄化槽 
 
 
 

③放流同意 
 

④⾬⽔ 

(１) 排⽔施設は、開発区域内で発⽣する⾬⽔、⽣活排⽔に
より開発区域内外に溢⽔冠⽔の被害が⽣じないよう、適
切に配置すること。 

(２) 排⽔施設の流下能⼒の算定については、流下能⼒の安
全率(暗渠の場合 1.5 倍(7 割断⾯)開渠の場合 1.2 倍(8 割
断⾯))に 1/2 を乗じて得た計算値を基準（以下「排⽔能
⼒」という。）とし、これと計画⾬⽔量とを⽐較するこ
と。 

計画⾬⽔量が排⽔能⼒を超えた場合は、適切な対策
を講ずること。 

(３) ⽣活排⽔は、公共下⽔道もしくは浄化槽により適切に
処理すること。 

(４) 公共下⽔道への接続に関しては、事前に所管部署と協
議すること。 

(５) 浄化槽によって処理した⽔を放流する場合は、法で定
める基準に適合し、維持管理についても浄化槽法（昭和
58 年法律 43 号）の規定を遵守し、⽣活環境の保全に努
めること。 

(６) 開発区域内の⽣活排⽔を道路側溝及び⽔路等に放流す
る場合は、所管部署に事前に許可を得ること。 

(７) 開発区域内で発⽣する⾬⽔は原則宅地内処理とする。 

都市建設課都市開発係 
 
 
都市建設課都市開発係 
都市建設課建設係 
 
 
 
 
 
住⺠環境課環境保全係 
都市建設課下⽔道係 
都市建設課下⽔道係 
 
住⺠環境課環境保全係 
 
 
 
町道⽔路：都市建設課建設
係 
国・県道：館林⼟⽊事務所 
都市建設課都市開発係 

   
区分 設計基準 所管部署 

５．ごみステーション
の設置 
 

良好な⽣活環境を確保するため、開発区域及びその周囲の
状況により、計画⼾（室）数が 10 ⼾（室）以上の場合はご
みステーションを設けるものとし、施設の設置にあたっては
事前に所管部署と協議すること。 

住⺠環境課環境保全係 

６．消防施設 (１) 「消防法」に基づく消防⽔利施設が設置されていない
場合には、新たに消防⽔利施設を設けるものとする。 

(２) 消防⽔利の規格、構造及び設置位置等については、所
管部署と協議し、その指⽰に従うこと。 

館林地区消防組合 
群⾺東部⽔道企業団 
総務課危機管理係 

７．⽂化財の保護 (１) 所管部署に埋蔵⽂化財包蔵地の指定の有無について確
認を取ること。 

(２) 開発区域が埋蔵⽂化財包蔵地である場合、⼜は、指定

⽣涯学習課 
（中央公⺠館） 
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区域外であっても⼯事施⼯中に⽂化財等を発⾒したとき
は、速やかに⼯事を中⽌し、直ちに所管部署に連絡しそ
の指⽰に従わなければならない。 

８．環境保全対策 (１) 環境保全対策に⼗分配慮し、万⼀処置しがたい事態が
⽣じたときは、事業主の責任において必要な措置を講ず
ること。 

(２) ばい煙、粉塵、汚⽔、廃液、騒⾳、振動、地盤沈下、
悪臭、⼟壌の汚染等により⼈の健康⼜は⽣活環境上問題
を⽣じることのないよう⼗分考慮すること。 

(３) 中⾼層の建物を建築する場合は、電波⽇照等を妨げる
ことのないようにするとともに、付近住⺠対策を講じる
こと。 

(４) 梨の⾚星病を防ぐために、梨園の周囲最低２km 以内
にビャクシン類の植え付けをしないこと。 

住⺠環境課環境保全係 
 
群⾺県環境森林部環境保全
課 
（東部環境事務所） 
太⽥⼟⽊事務所 
 
 
産業振興課農政係 

９．区画の⾯積 開発区域内の敷地の⼀区画の造成標準⾯積は 200 ㎡と
し、最低でも 150 ㎡以上確保すること。 

都市建設課都市開発係 

区分 設計基準 所管部署 
10．安全対策 駐⾞場、資材置き場を設置する場合は、接する道路を通⾏

する⾞両や、歩⾏者の安全に⽀障をきたさないように計画す
るとともに、特に資材置き場においては危険防⽌の⾒地から
区域内に利⽤者以外の第三者の進⼊を防⽌するための対策を
講じること。 

都市建設課都市開発係 

11．駐⾞場の設置 共同（集合）住宅等の建築を伴う⼟地開発事業の場合は、
⼊居者の⾃動⾞保有台数を想定し、⼀世帯⼀台以上の駐⾞施
設を設けること。 

都市建設課都市開発係 

12．防犯灯の設置 開発区域内には、住⺠の安全が確保されるだけの防犯灯を
設置することとし、防犯灯の設置に関しては事前に所管部署
と協議すること。 

総務課危機管理係 

13．⼟砂の運搬 開発事業のために⼤量の⼟砂を運搬する場合は、住⺠の⽇
常⽣活や公共施設等に⽀障を及ぼさないよう、必要な措置を
講ずるものとする。 

住⺠環境課環境保全係 

14．⼟砂の埋⽴等 埋⽴て等の区域の⾯積が 3,000 平⽅メートル未満であって
も群⾺県⼟砂等による埋⽴て等の規制に関する条例(平成 25
年群⾺県条例第 47 号)を遵守すること。 

また、⼟砂等による埋⽴て等の⾼さ及び法⾯の勾配、その
他の技術的基準は、上記条例及び同条例施⾏規則を準⽤する
こと。 

群⾺県環境森林部廃棄物・
リサイクル課 
住⺠環境課環境保全係 

15．事業施⼯過程にお
ける責任 

事業施⼯過程において、事業主の責に帰すべき理由によ
り、開発区域及びその周辺の構造物、農作物その他に被害が
⽣じたとき、⼜は、道路、河川、その他公共施設に損傷を与
えたときは、当該管理者の指⽰を受け、事業主は責任をもっ
て、その補償⼜は原状復元にあたるものとする。 

 

16．その他 開発事業でこの基準に定めのないものについては、別に町
と協議するものとする。 
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２－３ 建設基本計画 
 

１．住まいに関する意識調査 
１） アンケートの目的 

明和町外からの移住・定住を促進するための施策の⼀つとして、⼾建ての地域優良賃貸
住宅を整備する際の住宅タイプのニーズを把握する。 

 
２） アンケート結果 
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３） まとめ 

アンケート調査結果では、総合的に評価した場合の利点として平屋建てを希望する意
⾒が多かったものの、２階建てに対する肯定的な意⾒も確認された。 

そのため、両者を組み合わせ、双⽅のニーズを取り⼊れた基本計画を策定する必要が
あると思われる。 

 

主なご意⾒ 
 ○⽼年期も考慮すると平屋が良い。 
 ○２階建ては⼦育て世帯に需要があるのでは。 
 ○平屋は階段部分となるスペースが有効に使⽤できる。 
 ○平屋は狭いイメージ、２世代も対応可能な２階建てが良 

い。 
 ○平屋はバリアフリーで良いが、⼟地の広さによっては２

階建ても考えられる。 
 ○⽼後を考えると⾝体に負担の少ない平屋が良い。 
 ○平屋は開放的、２階建ては⼤家族のイメージ。 
 ○平屋は地震時に安⼼。 
 ○２階建ては階段を上ることが負担。 
 ○維持管理費が少ない住宅が良い。 
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２．敷地内道路の検討 
敷地は⻄側のみで既存の町道と接道しているため、建築基準法における１敷地１建物の

基本原則を遵守し、各住⼾の接道条件を満たすため敷地内道路を建設する必要がある。ま
た、敷地内道路は都市計画法の基準および地域優良賃貸住宅整備基準を満たす必要がある。 

都市計画法の基準では幅員が６メートル(⼩区間であれば４メートル)以上とし、延⻑が
７０メートルを超える場合は転回広場が必要となる。加えて町道との接続部は両側に隅切
りを設ける必要がある。 

地域優良賃貸住宅整備基準では幅員が６メートル(⼩区間で通⾏上⽀障がない場合は４メ
ートル)以上とする必要がある。 

その他、建築基準法第４２条に基づく指定道路とするために幅員４メートル以上とし、
各敷地が２メートル以上の⻑さで接する必要がある。 

上記を踏まえ下記のような敷地内道路の形状が考えられる。 
      

 
・ 敷地内道路 ケース１ 

敷 地 内 道 路 を 南 側 に １
本、中央に１本配した例。 

南側は既存の隣地住宅と
適度なクリアランスが確保
できるが、都市計画法上、
町道と接続部分に隅切りが
必要なため、デッドスペー
スが⽣じてしまう。 

各住⼾の敷地は南北⽅向
に⻑い⻑⽅形となる区割り
としている。 
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・ 敷地内道路 ケース２ 
ケース１のようなデッド

スペースが⽣じないよう、
２本の敷地内道路に対して
各住⼾を向き合わせて配置
した案。 

各住⼾の敷地はケース１
に⽐べ東⻄⽅向にゆとりあ
る区割りとしている。 

南側の列の住⼾は、採光
を確保するため隣地境界か
らのセットバックが必要と
なる。 

開発基準により転回広場
は必要ないが、配送⽤トラ
ック等が U ターンできない
などのデメリットがある。 

 
 
 
 
 
 
 

・ 敷地内道路 ケース３ 
ケース２について敷地内

道路が⾏き⽌まりにならな
いよう｢コ｣の字型となる迂
回路を整備する案。 

道路部分の⾯積が上記の
２つのケースよりも広くな
るため、各住⼾の敷地⾯積
が少しづつ狭くなるデメリ
ットがある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

■ 敷地内道路計画 
上記より、法適合の条件を満たしつつ、敷地の利便性や利⽤効率を考慮したものとして、

ケース３の｢コ｣の字型の敷地内道路を整備する計画とする。 
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３．住戸の構成 
本計画は⼾建て住宅の建設であり、階数は平屋建て、２階建て、３階建てが考えられる

が、３階建ては敷地状況や⼯法的に⾮現実的であるため除外し、平屋建て、２階建て、平
屋・２階の混在の３つのケースが考えられる。 

これらを踏まえ下記のような住⼾の構成を検討する。 
 

・ ケース１ 全棟平屋建て 
全 棟 を 平 屋 建 て と し た 場

合、計１６⼾の整備が可能で
ある。 

各住⼾の平⾯プランは接道
の関係から南側に⽞関がある
Ａタイプと、北側に⽞関があ
るＢタイプが考えられ、庭等
の空地を設ける関係上、間取
りが左右反転するため計４タ
イプの住⼾の構成となる。 

アンケート結果では平屋を
求める意⾒も多く、配置的に
も⼗分なゆとりがある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

・ ケース２ 全棟２階建て 
全 棟 を ２ 階 建 て と し た 場

合、計２０⼾の整備が可能で
ある。 

ケース１と同様、各住⼾は
接道の関係から南側に⽞関が
ある C タイプと、北側に⽞関
がある D タイプが考えられ、
庭等の空地を設ける関係上、
間取りが左右反転するため計
４ タ イ プ の 住 ⼾ の 構 成 と な
る。 

より多くの住⼾を建設可能
な計画であり、総２階として
建築⾯積をコンパクトにすれ
ば、各住⼾間にも⼗分な離隔
やゆとりを与えられる。 

懸念される点としては、北
側の既存住宅への⽇照の問題
がある。 
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・ ケース３ 平屋・２階の混在 
混在させた場合、計１８⼾

の整備が可能である。 
平屋建てが A・B の２タイ

プ、２階建てが C・D の２タ
イプとなり、左右反転するた
め計８タイプの住⼾の構成と
なる。 

レイアウト的には、南側列
の住⼾と北側列の住⼾を平屋
建てとし、中央の敷地内道路
に囲まれたエリアを２階建て
としている。 

このことで南北の既存住宅
地と接する部分では隣家への
⽇照の問題や圧迫感を軽減し
することができる。 

また住⼾タイプが豊富にな
ることで、さまざまな⽣活ス
タイルを持つ世帯の要望にも
応えられる。 

 
 
 
 
 
 

■ 住戸の構成計画 
上記について検討した結果、ケース１の全棟平屋建ては住⼾のゆとりといった住環境の

形成の⾯で優れ、ケース２の全棟２階建てでは住⼾数といったコストパフォーマンスや、
より多くの⼊居者を募ることができる⾯で優れる。 

これに対し、ケース３の平屋・２階の混在する案は、前２ケースの折衷案であり、それ
ぞれの利点を備えている。また住⼾タイプが前２ケースの２倍になることから、多様な⽣
活スタイルや世帯構成にも対応可能であり、家賃設定も複数⽤意できることから、⼊居者
の選択肢の幅も広がり、より多くの⼊居希望者にアピールできると考える。 

上記から、ケース３の平屋・２階の双⽅を整備する計画とする。 
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■ イメージパース（鳥瞰図） 

・ ケース１ 全棟平屋建て 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ ケース２ 全棟２階建て 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・ ケース３ 平屋・２階の混在 
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４．各住戸の間取り（参考） 
平屋建て２タイプ、２階建て２タイプは以下のような平⾯プランで想定している。間取

りは２−１.4 住⼾整備の⽬標⼾数と型別供給計画により平屋建て・２階建てともに３ＤＫ
(３ＬＤＫ)にて計画している。 

またＤＫ(ダイニングキッチン)とＬＤＫ(リビングダイニングキッチン)の扱いとしては、
台所を要する部屋を⾷堂のみに使⽤するか居間を兼ねるかといった⼊居者の使い⽅によっ
て変わる部分であるため、どちらの使い⽅もできる適切な広さを与えたうえで、現時点で
の区分は⾏わないこととする。 

 
・ タイプ A 平屋建て（南入り） 
 

床⾯積：74.52 ㎡(22.54 坪) 
 
⽞関を南側に設けた平屋建

ての標準タイプとして設定。 
各個室は⾷堂・台所からア

クセスできるため家族間のコ
ミュニケーションが取りやす
い間取りとなる。⼩学⽣程度
の幼い⼦供がいる場合などに
適している。 

また、個室１は⾷堂・台所
と⼀体的に広いリビングとし
ても使⽤可能である。 

また、階段による上下の移
動が無いため⾼齢者等にも⽣
活しやすい。 

基礎や屋根⾯積が⼤きくな
るため、同じ床⾯積の場合は
２階建てより⾼コストになる
傾向がある。 

 
    

・ タイプ B 平屋建て（北入り） 
 

床⾯積：75.35 ㎡(22.79 坪) 
 
⽞関を北側に設けたＬ型平

⾯としたタイプ。 
タイプ A と異なり各個室や

トイレ、浴室は⽞関ホール・
廊下を介してアクセスするた
め、⾼いプライバシーを確保
可能な間取りとなる。中⾼⽣
程度の年齢となった⼦供がい
る場合や、仕事の関係などで
⽣活時間帯が異なる世帯に適
している。 
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・ タイプ C ２階建て（南入り） 
 

床⾯積：79.48 ㎡(24.04 坪)  
 
⽞関を南側に設けた総２階建てのタイプ。 
２階建てタイプは階毎に⽣活エリアを分けられるため、平屋に⽐べ汎⽤性が⾼くなる。

⼦供が⼩さいうちは両親と１階で⽣活し、中⾼⽣程度の年齢になったら２階の個室を与
えるような使い⽅ができる。同じ床⾯積の場合は平屋建てよりコストを抑えられる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
・ タイプ D ２階建て（北入り） 
 

床⾯積：79.48 ㎡(24.04 坪) 
 
⽞関を北側に設けた総２階建てのタイプ。 
タイプ C と同様の間取り構成である。今回⽰した参考図の他にも居間・⾷堂・台所等の

主要⽣活エリアを 2 階に配置するなどの平⾯プランも考えられる。 
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５．ユニバーサルデザイン・福祉対応 
１） 子育て世帯、高齢者、障がい者への配慮 

住⼾は、⽞関等を除き段差解消するとともに⼿スリの設置や浴槽と洗い場のまたぎ⾼さ
を低いものを採⽤するなど、⼦育て世帯、⾼齢者、障がい者にやさしい建物とする。 

 
２） 地域コミュニティの形成と防犯体制の検討 

緑地スペースの確保や⾼い塀を設けない外構計画など、住⺠交流の場となり得る要素を
積極的に採⽤することとする。また設備的な⾯でも防犯カメラやオートロック、カメラ付
きインターホン、街灯の照度確保など防犯性能向上を検討する。 

 
６．周辺環境への影響 
１） 日照の影響 

敷地北側の住⼾を平屋建てにすることで、建物による影の伸びを抑制し、北側隣地の既
存住宅への⽇照を阻害しないよう配慮する。 

2 階建て住⼾の既存住宅への⽇陰の影響については、東側については敷地内道路と⽔路
を挟み、⻄側については既存町道を挟むことから、いずれについても⼗分な離隔が取れる
ため影響は少ないと考える。 

また、平屋建て住⼾と２階建て住⼾との間は、敷地内道路を挟むことで⼗分な離隔を確
保し、敷地内における住⼾相互の⽇照の⼲渉を⽣じさせないようにする。 

 
２） 近隣農地への影響、交通動線等についての配慮 

・ 近隣農地への影響 
敷地近隣には農地が広がっており、排⽔・⼟壌への対策として敷地内の⾬⽔が農地に流

出しないように、排⽔経路と浸透対策を検討する。また、緑地や⽣け垣の設置においては、
農作物の受粉や⽣態系に与える影響を考慮する。 

建設⼯事の際や⽇常の⽣活で発⽣する粉塵・臭気が農作物に影響しないよう、仮囲いの
設置や⾜場シートの設置、建設廃材の保管・搬出⽅法などについて対策を⾏う。 

 
・ 交通動線等についての配慮 

歩⾏者・⾃転⾞と⾃動⾞の動線に⼗分配慮し、道路の段差解消や街灯など安全対策を検
討する。 

緊急⾞両の通⾏においては、消防⾞・救急⾞が通⾏できる幅員と迂回路を検討する。 
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２－４ 家賃の試算 
 

１．家賃設定の根拠 
 
⼀般的な⺠間の賃貸経営に⾒られる下記の家賃設定⽅法から、適正な⽅法を選定する。 
 

①積 算 法 ： 

投資元本に対して必要経費などを加味して得られる利益を参考に、家賃を設定する⽅法 
②賃貸事例比較法 ： 

物件の周辺にある条件が似ている競合物件の家賃と⽐較し、適正賃料を算出する⽅法  
③収益分析法 ： 

事務所や店舗などの事業⽤物件に多く使われる、物件により得られる収益に着⽬して賃 
料を設定する⽅法 

 
⺠間の賃貸物件では市場の競争原理から②賃貸事例⽐較法による家賃設定を重視し、そ

の家賃を元に①積算法によって収⽀計画を策定し回収期間を確認するケースが多く⾒られ
る。今回は②賃貸事例⽐較法による明和町近隣の⺠間の賃貸住宅および他の⾃治体で整備
された同種物件の賃料をベースとし、①の積算法を⽤いて概算での家賃算定を⾏う。 

なお本件は町外からの移住・定住促進施策の１つであるため、利益を⾒込むのではなく
回収期間を根拠とし家賃を算出する。 

 
２．家賃設定のポイント 

 
・間取り､専有⾯積､階数：部屋数や⾯積が⼤きいほど家賃は⾼くなる 
・築年数：築年数が浅いほど家賃は⾼くなる 
・建物の構造：耐震性や耐⽕性､遮⾳性が⾼いＲＣ造は､⽊造よりも家賃が⾼くなる 
・⽴地､周辺環境：駅や学校､店舗など暮らしに⽋かせない施設が近くにある⽅が家賃が

⾼くなる 
・設備機器：空調設備､給湯設備､省エネ設備などが先進的であるか 
・安全設備：防犯カメラやオートロック、カメラ付きインターホンなどの充実度 
・付帯施設：駐⾞場の台数や庭園の広さなど 
 
間取りは主寝室＋⼦供室 2 部屋を確保できる 3DK または 3LDK であり､想定する⼦育て

世帯の適正規模に合致する。 
構造は⽊造であるが､本件は⼾建て住宅であり集合住宅ほどの遮⾳性への配慮は不要で

ある。なお耐⽕性については建築基準法による法的義務はないが､公営住宅法の設置基準
から準耐⽕建築物とすることが求められている。 

⽴地条件については川俣駅が徒歩 9 分にあり､近隣に役場等の公共施設もあるため好⽴地
と⾔える。設備機器については新築物件でありメーカーの最新機種が導⼊できるため⼗分
な競争⼒が⾒込める。 

付帯施設については各⼾に 2 台分の駐⾞スペースと庭園スペースを備える。 
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３．近隣の賃料調査 
 

⺠間の賃貸物件 

所在地 種別 築年 構造 
規模 間取り ⾯積 家賃 備考 

①明和町 ⼾建て 1968.1 ⽊造 2F 4DK 72.00 ㎡ \65,000   

②明和町 集合住宅 1999.3 ⽊造 2F 2LDK 51.13 ㎡ \50,000 2 ⼾⻑屋 

③館林市 ⼾建て 2022.4 ⽊造 2F 4LDK 108.47 ㎡ \130,000   

④館林市 ⼾建て 2026.2 ⽊造 2F 4LDK 77.79 ㎡ \150,000   

⑤⾢楽町 ⼾建て 2024.1 ⽊造 1F 2LDK 57.13 ㎡ \72,000   

⑥⼤泉町 ⼾建て 2019.10 ⽊造 1F 2LDK 63.76 ㎡ \85,000   

⑦館林市 ⼾建て 2017.12 ⽊造 1F 2LDK 50.51 ㎡ \68,000   

⑧館林市 ⼾建て 2012.11 ⽊造 2F 3LDK 114.55 ㎡ \91,000   

⑨⼤泉町 ⼾建て 2012.5 ⽊造 1F 3LDK 96.88 ㎡ \68,000   

⑪⼤泉町 ⼾建て 2010.1 ⽊造 1F 2LDK 52.62 ㎡ \74,000   

⑫千代⽥町 ⼾建て 2020.- ⽊造 1F 2LDK 97.95 ㎡ \124,000   

⑬千代⽥町 ⼾建て 2001.- ⽊造 1F 3DK 89.43 ㎡ \48,000   

地域優良賃貸住宅等の例 

所在地 種別 築年 構造 
規模 間取り ⾯積 家賃 備考 

①境町 ⼾建て 2023.3 ⽊造 2F 3LDK 80.96 ㎡ \88,000 
(\68,000) 減額あり 

②境町 ⼾建て 2023.3 ⽊造 2F 3LDK 
+G 117.84 ㎡ \130,000 ガレージハウス 

③境町 ⼾建て 2024.3 ⽊造 2F 3LDK 100.00 ㎡ \78,000 
(\58,000) 減額あり 

④境町 ⼾建て 2025.3 ⽊造 2F 3LDK 100.00 ㎡ \84,000 
(\64,000) 減額あり 

⑤境町 ⼾建て 2026.3 ⽊造 2F 3LDK 100.44 ㎡ \84,000 
(\64,000) 減額あり 

⑥五霞町 集合住宅 2026.2 RC 造 3F 3LDK 70.85 ㎡ \70,000 
〜\72,000   

⑦五霞町 集合住宅 2026.2 RC 造 2F 3LDK 70.85 ㎡ \72,000 
〜\73,000   

⑧⾢楽町 集合住宅 2025.12 RC 造 3F 3LDK 61.90 ㎡ \24,200〜
\169,300 参考公営住宅 
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４．賃貸事例比較法による試算 
 
賃貸事例⽐較法の対象となる⺠間の賃貸物件の例としては④館林市の⼾建て住宅および

⑥⼤泉町の⼾建て住宅が築年数および規模における類似事例と⾔える。 
 

⽐較対象 築年数 家賃 敷⾦ 礼⾦ ⽴地(最寄り駅徒歩) 
④館林市 ⼾建て 0.0 年 150,000 1 カ⽉ 1 カ⽉ 13 分 
⑥⼤泉町 ⼾建て 6.5 年 85,000 1 カ⽉ 1 カ⽉ 12 分 
●⽐準要素 

⽐準項⽬ 事例④の⽐準差別 事例⑥の⽐準差別 備考 
駅までの距離 -4 -3 (1 分を 1%とする) 
設備条件 -10 +10 本件との⽐較 
周辺環境 -10 ±0 本件との⽐較 
合  計 -24 7   
個別修正率 76% 107%   

●⽉額家賃設定⽅法 
項  ⽬ 事例④から算出 事例⑥から算出 備考 

[A]敷⾦運⽤益   250   140 (2%/年) 
[B]礼⾦償却額   6,250   3,540 (初年度 50%) 
[C]実際実質賃料   156,500   88,680   

[D]時点修正 [C]×
1.000 156,500 [C]×

1.065 94,400 (1 年を 1%とする) 

[E]個別修正 [D]×76% 118,900 [D]×
107% 101,000 (実質賃⾦) 

 
 
上記より⺠間物件として建設した場合の⼾建て賃貸住宅の賃料は、101,000 円／⽉〜

118,900 円／⽉が適正価格となる。なお、⺠間物件は家賃収⼊による利益を⾒込んでの価
格設定であり、必ずしも今回の地域優良賃貸住宅の家賃とイコールにはならないが、地域
優良賃貸住宅の整備指針として、⺠間の賃貸物件の需要を圧迫しないことが求められてい
る。 
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５．総事業費概算 
 

⼟地取得 
敷地⾯積 ㎡単価 ⼟地取得費 

4,671 ㎡ 15,000 円 70,065,000 円 

造成⼯事 
全体⼯事費 開発関係業務 造成⼯事費 

71,700,000 円 4,500,000 円 76,200,000 円 

住宅建築⼯事 

 1 ⼾あたりの 
⾯積 ⼾数 ㎡単価（251,000 円*1）×1.1 住宅建築⼯事費 

平屋タイプ 75 ㎡ 8 ⼾ 276,100 円 165,660,000 円 
2 階建て 
タイプ 79 ㎡ 10 ⼾ 276,100 円 218,119,000 円 

合  計 383,779,000 円 

設計・監理 
基本計画 基本設計*2 実施設計*2 申請業務*3 監理費⼀式*4 設計監理費 

3,563,000 円 3,150,000 円 8,680,000 円 3,920,000 円 6,620,000 円 25,933,000 円 
総 事 業 費（税込） 555,977,000 円 

 
*１：国交省 2025.8 公表(建設コスト情報) 
*２：国交省告⽰ 8 号算定 類型 6 号 第⼀類 462 ㎡(タイプ別合計⾯積) 
*３：群⾺県⼟⽊事務所 確認申請⼿数､完了検査⼿数料､設計･建設住宅性能評価申請料 
*４：国交省告⽰ 8 号算定 類型 6 号 第⼀類 18 棟 
 

６－１．平屋建てタイプ 家賃算定 
 

1 ⼾あたりの 
建設費 

⼟地取得費 造成⼯事費 開発関係業務 住宅建築⼯事費 設計監理費 建設費計 

3,490,000 円  2,200,000 円  224,000 円  20,710,000 円  1,440,000 円 28,064,000 円 
 

家賃 
(満室時) 

 
回収期間 建設費⽤ 維持管理費 ⽕災保険料 家賃(千円⽌め) 

30 年 28,064,000 円 82,000 円  10,000 円  
１ヶ⽉あたり 77,956 円 6,833 円 833 円 85,000 円 

家賃 
(空室損失考慮) 

⼊居率(8 ⼾中 1 ⼾空室) 家賃(千円⽌め) 

87.5％ 97,000 円 
維持管理費(平屋建て）＝(1 ⼾あたりの住宅建築⼯事費 75 ㎡×276,100 円)×0.4％ 
 

６－２．２階建てタイプ 家賃算定 
 

1 ⼾あたりの 
建設費 

⼟地取得費 造成⼯事費 開発関係業務 住宅建築⼯事費 設計監理費 建設費計 

2,710,000 円  1,749,000 円  173,000 円  21,810,000 円  1,440,000 円 27,882,000 円 
 

家賃 
(満室時) 

 回収期間 建設費⽤ 維持管理費 ⽕災保険料 家賃(千円⽌め) 
30 年 27,882,000 円 87,000 円  10,000 円  

１ヶ⽉あたり 77,450 円 7,250 円 833 円 85,000 円 

家賃 
(空室損失考慮) 

⼊居率(10 ⼾中 1 ⼾空室) 家賃(千円⽌め) 

    90％ 94,000 円 
維持管理費(２階建て）＝(1 ⼾あたりの住宅建築⼯事費 79 ㎡×276,100 円)×0.4％ 
 
  


